
【はじめに】
急性リンパ性白血病は多剤併用化学療法のため長期の入
院加療を要する疾患である。化学療法に伴う合併症、病
状の急変も予想されるため当科では原則として保護者に付
き添いを依頼している。
今回我々は、家庭環境や親子関係に問題があり、付き添い
なしで長期入院・多剤併用化学療法を行った急性リンパ性
白血病の2例を報告する。
【症例】
症例1は7歳女児、生活保護家庭、シングルマザー、ネグレク
トで児童相談所保護既往あり。急性リンパ性白血病を発症
し当科へ紹介。母親が付き添いを拒否したため、保護者不
在の状況での緊急時対応に関する同意書を作成のうえ、付
き添い無しで長期間の入院加療を行った。症例2は13歳女子、
生活保護家庭、シングルマザー、ネグレクトで児童相談所保
護既往あり。急性リンパ性白血病を発症し当科へ紹介。母
が自身の体調不良を理由に付き添い出来ないと申し出たた
め、同意書作成のうえ、付き添い無しで長期間の入院加療を
行った。維持療法になり退院可能な状態になったが、自宅
が不衛生で感染リスクが高いため入院期間を通常よりも延
長した。要保護児童対策協議会を開催したが、管轄の児童
相談所、自治体との連携がうまくいかず、環境調整が困難を
極めた。地元の市立病院に転院し環境調整を進める方針と
したが、院内学級がない、など患児のQOL低下を認めた。
２例とも、保護者からの仕送りが滞り、入院中の患児にな
かなか保護費が届かなかった。
【考察】
家庭環境に問題がある小児が悪性腫瘍を発症した場合、
付き添い者の確保、入院中の生活費、退院後の衛生環境
調整などは非常に困難であった。付き添い無しでの長期入
院中も、院内学級、がんリハビリテーションにより患児の社
会性は若干向上したが、入院期間を延長するだけでは通
常の社会生活とは言いがたい。児童相談所、地方自治体
の担当者側では、家庭環境、ネグレクト家庭においても、
福祉の視点からは緊急性を要さず、心配がある家庭の場
合には入院継続がベストという考え方もある。
重篤な基礎疾患をもつ小児を受け持った経験がある担当
者がいないため、児童相談所、地方自治体の子ども担当者
との意思疎通が困難であった。
【結語】
家庭環境を理由に長期入院加療を要する白血病の患児を
経験した。ネグレクトの判断、家庭環境の調整、生活保護
費の適正な使用など児童相談所、行政との綿密な情報交
換が重要と考えられた。
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【はじめに】
令和4年度の不登校児童生徒数は約30万人と過去最多で
あるが、不登校の要因の一つとして生活リズムの乱れが挙
げられる。一度固定化した不健康な生活習慣の修正はし
ばしば困難であることから、小中学生へ予め健康教育を
行うことは大切であるが、小児科医が健康教育を行う機
会は少ない。今回、地域学校保健委員会と小児科医との
連携により、小中学生へ生活習慣に関するアンケート調査
を実施し、健康教育を行ったため報告する。
【対象と方法】
アンケート調査はA市内の公立小学校2校と中学校1校に
おける地域学校保健委員会の児童生徒及び養護教諭ら
が中心となり、令和5年9月に同学校の全生徒を対象として
行われた。調査項目は、就寝及び起床時刻、朝食の摂取
状況、午前中の体調不良、情報機器の使用時間等とし、そ
の結果に基づき小児科医が健康教育を行った。
【結果】
アンケート対象者は1,842人で1,554人(84.5%)から回収し
た。就寝時刻は小学1年～小学5年の50%以上が22時前
であったが、学年が上がるにつれて遅くなり、中学3年の
50%以上が24時以降となっていた。また、就寝時刻が遅
いほど起床時刻は遅く、就寝時刻が1時以降では約30%
が朝食を摂取していなかった。さらに、午前中の体調不良
が見られやすく、そのうち、だるさや疲れが47.5%、頭痛が
27.9%、腹痛が25%、元気がないのが22.1%、立ちくらみや
めまいが18.7%と身体症状が見られた他、気分の落ち込み
が21.9%、イライラしやすい/カッとなりやすいのが18.1%
と心因的訴えも見られた。その他、就寝時刻が23時以降
では50%以上が情報機器の使用時間が2時間以上となっ
ていた。これら調査結果を踏まえ、小児科医が地域学校
保健委員会の児童生徒、保護者、教職員へ睡眠の役割、
生活習慣の乱れによる心身への影響、スマートフォンやゲ
ーム依存、家庭での支援の必要性等について健康教育を
行ったところ、生活習慣に対する意識変化が見られた。
【考察】
児童生徒が主体的にアンケート調査を実施したことで当事
者意識を持つことができた他、小児科医が健康教育を行っ
たことで児童生徒、保護者、教職員の医学的知識の習得や
心身の健康への関心を高めることに繋がったと考えられた。
【結語】
小児科医は小中学生の豊かな心身の育成支援のため、学
校と積極的に連携を図り健康教育に取り組む必要がある。
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小児科医にいのちの授業を依頼されることは少なくない。

　寺澤は2010年から岐阜県内を中心として100回を超え
るいのちの授業「いのちの理由」を実施してきた。2023
年度はこども園1園、小学校2校、中学校6校、高等学校9
校、特別支援学校2校、大学2校の合計22校で授業を行
った。小中高特支のいずれも公立学校であり、子どもたち
の背景や将来像も一定ではない。自殺念慮のある生徒が
通学する中学校、進学校の高校、不登校経験者や家庭
環境に問題がある生徒たちが多く在籍する高校、自らの
障害受容過程の真っ只中にある特別支援学校など非常
に幅広く、いのちの授業に求められるものは一様ではな
い。多様な背景を加味した授業を、岐阜県教育委員会や
教職員らとともに作り上げている。
　授業では「いのちを大事にしましょう」「家族や周りの
人に感謝しましょう」という言葉は使わない。直接耳にす
るこれらの言葉によって、むしろ苦しさを感じる人がいる
と考えるからだ。それよりも、小児科医と患者・家族との
エピソードから、聴講する個々人が、自らの「いのちの理
由」を感じられるように構成している。
また授業直前の打ち合わせで校長ら管理者から「先生
の目から見て学校内で今一番苦しんでいる子、背中を押
してあげたい子のエピソードを教えてください。」と抜き
打ちで尋ね、その子に最も寄り添うことができる言葉をさ
りげなく講演内容に盛り込むように心がけている。これ
は一方で、管理者に対して「一人一人の子どもの苦しみを
みていますか」という問いかけでもある。
　授業後の質疑応答については学校の希望に応じて実
施しているが、別室で個別に質疑できるようにすると、毎
回数十人（最大で157人）が列を作る。周りの大人たちに
は決して語ることができなかった悩みを、一期一会の小
児科医に涙ながらに語ってくることも少なくない。授業に
引き続いて実施することで教職員らも聞けなかったよう
な思いを引き出し、昇華させることに寄与できているのか
もしれない。
　小児科医は子どもたちの代弁者・権利擁護者（アドボ
カシー）となって、健やかな成育を意識し、支援すること
が求められる。いのちの授業は、しかし、伝え方によって
はむしろ子どもたちを傷つけることにもなりかねないと危
惧する。
　何をどう伝えるか？ これまでの経験を共有したい。
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【背景】
学校保健安全施行規則（2016年施行）では、全児童生徒
等に成長曲線を用いた発育評価が推奨された。しかし実
際には十分に活用されているとは言い難い。そこで、成長
曲線に基づく健康教育の普及、及び成長障害が疑われる
児童生徒の早期発見と対応を目指し、成長曲線に基づく
成長障害評価システムのモデルプロジェクトを2018年から
福島県郡山市で開始した。なお当プロジェクトは（公財）
日本学校保健会の事業の一環である。
【方法】
A中学校学区（中学1校、小学3校）をモデル対象とし、全
児童生徒に対して学校健診で得られた身長体重記録を日
本学校保健会推薦『応用版子供の健康管理プログラム』で
9パターンの成長異常を自動検索し、抽出された児には学校
医の判断を経て学校から受診勧告を行った。9パターン中、
低身長（身長3％タイル以下）、肥満傾向（肥満度+20％以
上）児の割合を算出した。一方、市内全小中学校を対象に
アンケートを実施し、成長曲線作成の有無やモデル地区と
その他の地区の受診勧告対象者と受診者数を比較した。
【結果】
2022年度のモデル学区小学生929人、中学生453人のうち、
低身長の受診勧告者はそれぞれ1.1％、2.6％、肥満傾向児
は5.3％、13.5％であった。このうち実際に受診したのは低
身長40.0％、16.7％、肥満傾向14.3％、6.6％であった。市
全体で全児童生徒に成長曲線を作成している学校は
35.5%で、小学生・中学生の受診勧告者は各々、低身長0.5
％、0.1％、肥満傾向8.6％、6.5％で、実際の受診者は低身
長で33.9％、44.4％、肥満傾向で24.5%、10.7％であった。
【考察】
全児童生徒の成長曲線を作成したモデル学区では、見過
ごされやすい軽度の低身長、思春期早発症、進行性肥満
疑い例の検出は容易であったが受診率は低かった。全児
童生徒の成長曲線作成校は半数以下であり、低身長の受
診勧告率はモデル学区の半数以下で見逃されている可能
性がある。モデル学区内では肥満傾向児の取り組みが奏
功し既に受診勧告対象者が減少している可能性が示唆さ
れた。成長曲線作成には入力の手間はあるが、一度入力を
済ませば年度の更新は容易である。見過ごしを回避する為
には、更なるプログラムの普及と養護教諭、学校医への理
解の浸透に努める必要がある。更に成長障害の疑いを指
摘された場合は、保護者へ受診を促す啓発も必要である。
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